（様式５）
企画提案書
住まいサポート事業の提案
	１　基本理念（事業実施にあたっての考え方、基本方針を記載）

	

	２　実績（様式２を元に主要な住まい支援に関する業務の受託実績などを記載）

	

	３　実施体制等
住まいサポート事業の委託仕様書に定める支援員等の体制や配置予定人員の業務経験や保有資格などについて記載
　（なお、記述の職種以外の従業者は、追加して記述してください。）

	職種等
人数
雇用形態
資格・経験・能力等
主任支援員
住まい支援員


	４　業務の実施等（実施方法等について記載）

	(1) 居宅移行に向けた相談支援　
生活困窮者及び被保護者に対して、居宅生活に移行すること及び移行後の転居先となる住宅に関して、希望や意向を聴取するとともに、転居先候補の紹介や不動産業者への同行、契約手続き等に関する助言等の居宅生活の移行に向けた相談支援を行う体制をとっているか。（必須事業）

	

	(2) 居宅生活移行後に安定した生活を継続するための定着支援
居宅生活に移行した者に対して、居宅生活を送る上での困りごと等に関する相談や緊急時の連絡への対応を行うほか、定期的な巡回や電話により、食事や洗濯、掃除、ゴミ出し等の生活状況及び公共料金等の支払い状況の確認並びに必要に応じた助言等を実施する体制をとっているか。
（任意事業／実施を見送る場合はその旨を明記すること）

	

	(3) 入居しやすい住宅の確保等に向けた取組
・居住支援法人を活用した不動産業者との調整による転居先の開拓、セーフティネット住宅を含む連帯保証人を設けることを入居条件としないなどの生活困窮者等が入居しやすい住宅のリスト化等の転居先候補となる住宅の確保に向けた取組を行う体制をとっているか。

・居住支援協議会、地方公共団体の住宅部局、住宅供給公社、宅地建物取引業者、介護サー　ビス事業者等の関係機関との連絡調整体制の構築 及び支援を行う専門職員を育成するための研修やアドバイザー派遣の実施等を行うか。
（任意事業／実施を見送る場合はその旨を明記すること）

	

	５　事業実施に向けた事務準備期間について
上記、４の（１）～（３）の実施にかかる準備として契約締結日から最大３か月設けることができる。事務準備期間で実施する内容の他、事務準備期間終了後の業務構想や業務実施スケジュール案を明記すること。なお、関係機関が多岐にわたることから４の（１）居宅移行に向けた相談支援を実施しながら引き続き事務準備や調整を継続しても構わない。

	

	6　安全対策危機管理（取組み状況等について記載）

	（１）個人情報保護に関する取組み及び守秘義務に対する取組みについて
	

	（２）業務におけるミス、トラブルの防止策と発生後の対応、やそれによる訴訟等への体制・対応について
	

	（３）各種帳票、情報端末機等の管理について
	

	７　SNS活用などのICTやDXへの対応について（取り組み状況等について記載）
電子メールやLINE等を活用した体制がとられているか。その他、デジタル技術を用いた業務効率化や相談品質向上への取り組み（DX）をおこなっているか。

	

	８　事業経費（｢様式６｣、又は任意作成の見積書の額（税込）を記載）

	見積金額（税込）
	円

	９　その他（アピールポイント・その他本市に有益な提案等を記載）

	


注１：項目毎に、企画の概要を記入してください。
注２：この様式は適宜拡張し（ページ数を増やし）、使用してください。また、この様式によらず、任意の様式で上記の項目毎に作成しても構いません。
なお、企画提案書は様式に関わらずＡ４判で３０ページ以内（１０．５の文字ポイント）としてください。また、上記に設けた項目すべて（９その他は自由）についてご提案ください。
